
2025年 11⽉ 14⽇
⽇本郵政株式会社
（証券コード︓6178）

2026年3⽉期 第2四半期（中間期）

決算説明資料

（2025年4⽉－9⽉）

日本郵政グループ連結決算の概要について、「決算説明資料_２０２６年３月期第２四
半期（中間期）」によりご説明します。

【 2026年3月期 第2四半期(中間期) 決算のポイント 】
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1.
連結業績

連結業績は、日本郵政グループ連結決算としての業績を記載しています。
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連結業績サマリー

（億円）

中間進捗率
通期業績予想

2026/3/31
注2

前中間期比
2026/3期

中間
2025/3期

中間

50.5%112,600
＋ 1,704

56,82455,119経常収益
(＋ 3.1%)

51.1%10,200
＋ 582

5,2164,633経常利益
(＋ 12.6%)

37.5%3,800
＋ 30

1,4251,394親会社株主に帰属する
中間純利益 注1

(＋ 2.2%)

・ 経常収益は5兆6,824億円、前中間期比1,704億円の増収
・経常利益は5,216億円、前中間期比582億円の増益
・親会社株主に帰属する中間純利益は1,425億円、前中間期比30億円の増益

＋ 640
3,2652,624非支配株主持分を含む

中間純利益 注3 (＋ 24.4%)

注3 ：当社の中期経営計画「JP ビジョン2025＋」の目標数値である、連結当期純利益に相当する利益。

1

 2026年3月期 第2四半期（中間期）経営成績 及び 2026年3月期 通期業績予想

注1 ：次ページ以降の「中間純利益」は「親会社株主に帰属する中間純利益」。
注2 ：通期業績予想の数値は、2025年5月公表数値。

太い線で囲んだ箇所が、２０２６年３月期第２四半期（中間期）のグループ連結の数値
です。

グループ連結では、経常収益が１，７０４億円増加の５兆６，８２４億円、経常利益が
５８２億円増加の５，２１６億円となりました。中間純利益も３０億円増加の１，４２５億円と
なり、増収増益の決算となりました。

中間純利益増加の主な要因は、Aflac Incorporated に係る持分法投資損益が減少した
ものの、日本郵便の赤字が大幅に改善したこと及びかんぽ生命の増益の影響です。

 ２０２５年１１月にグループ連結の通期業績予想を修正しておりますが、記載は修正前
の通期業績予想及び進捗率となっています。
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連結業績サマリー（主要子会社）

（億円）

・中間純損益は日本郵便は△92億円、ゆうちょ銀行は2,403億円、かんぽ生命は938億円
・日本郵便及びゆうちょ銀行は増収増益、かんぽ生命は減収増益

 2026年3月期 第2四半期（中間期） 経営成績

かんぽ生命ゆうちょ銀行日本郵便

28,79713,98117,816経常収益

△ 636＋ 1,430＋ 1,366
前中間期比

（△ 2.2%）（＋ 11.3%）（＋ 8.3%）

1,8383,540 △ 85経常損益

＋ 169＋ 326＋ 565
前中間期比

（＋ 10.2%）（＋ 10.1%）（－）

9382,403 △ 92中間純損益

＋ 309＋ 175＋ 590
前中間期比

（＋ 49.3%）（＋ 7.8%）（－）

かんぽ生命ゆうちょ銀行日本郵便

2,4006,800530経常利益

（76.6%）（52.0%）（－）（中間進捗率）

1,3604,700460当期純利益

（69.0%）（51.1%）（－）（中間進捗率）

 2026年3月期 通期業績予想（ 2025年5月公表 ）

2

（億円）

注： 各社の数値は、各社を親会社とする連結決算ベース。また、 「中間純損益」 「当期純利益」は、「親会社株主に帰属する中間純損益」及び「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値。
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 ２ページは、連結業績サマリー（主要子会社）について記載しています。

日本郵便は、郵便・物流事業の損益が改善したこと等により、経常損益、中間純損益と
もに増益となりました。

ゆうちょ銀行は、資金利益の増加を主因に、経常利益、中間純利益ともに増益となりま
した。

かんぽ生命は、新契約の初年度に係る標準責任準備金負担の減少や、運用環境の
好転等による順ざやの増加等により、中間純利益は増益となりました。

下段の記載は通期業績予想に対する進捗率です。

グループ各社での進捗率は、経常利益でゆうちょ銀行が５２.０％、かんぽ生命が７６.６％、
当期純利益でゆうちょ銀行が５１.１％、かんぽ生命が６９.０％となりました。

日本郵便及びかんぽ生命は２０２５年１１月に、それぞれ通期業績予想を修正しており
ますが、こちらの記載は修正前の通期業績予想及び進捗率となっています。（日本郵
便は損失のため記載なし）
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セグメント別業績

前中間期比
2026/3期

中間
2025/3期

中間

＋ 1,76611,1589,392営業収益

郵便・物流事業セグメント
＋ 692△ 255△ 947営業損益

△ 225,0615,084営業収益

郵便局窓口事業セグメント
△ 13482217営業利益

△ 3302,3192,649営業収益

国際物流事業セグメント
△ 34245営業損益（EBIT）

△ 43419463営業収益

不動産事業セグメント
＋ 12113101営業利益

＋ 1,43013,98112,551経常収益
銀行業セグメント
（ゆうちょ銀行） ＋ 3263,5403,214経常利益

△ 63628,79729,434経常収益
生命保険業セグメント
（かんぽ生命） ＋ 1691,8381,668経常利益

（億円）

注： 国際物流事業セグメントはEBIT、銀行業セグメント・生命保険業セグメントは経常利益、その他は営業損益を記載。

3
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 ３ページは、セグメント別業績について記載しています。

郵便・物流事業セグメントは、営業収益が１，７６６億円増加の１兆１，１５８億円、営
業損益は６９２億円改善したものの、２５５億円の営業損失となりました。

郵便局窓口事業セグメントは、営業収益が２２億円減少の５，０６１億円、営業利益が
１３４億円減少の８２億円となりました。

国際物流事業セグメントは、営業収益が３３０億円減少の２，３１９億円、営業損益
（EBIT）が３億円減少の４２億円となりました。

不動産事業セグメントは、営業収益が４３億円減少の４１９億円、営業利益が１２億円
増加の１１３億円となりました。

銀行業セグメント（ゆうちょ銀行）は、経常収益が１，４３０億円増加の１兆３，９８１億円、
経常利益が３２６億円増加の３，５４０億円となりました。

生命保険業セグメント（かんぽ生命）は、経常収益が６３６億円減少の２兆８，７９７億円、
経常利益が１６９億円増加の１，８３８億円となりました。
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500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

その他
経常損益

△ 480

日本郵政グループ 中間純利益の増減要因

◆ 持分法投資損益
うちAflac Incorporated △ 421億円

（億円）

経常利益 ＋ 582

＋ 30

4

国際物流
営業利益

△ 3

郵便局窓口
営業利益

△ 134

生命保険
経常利益

＋ 169

特別損益
法人税等

＋ 58

非支配
株主損益

△ 609

不動産
営業利益

＋ 12

郵便・物流
営業利益

＋ 692

銀行
経常利益

＋ 326

0

2025/3期
中間純利益

1,394

2026/3期
中間純利益

1,425

◆ 子会社株式売却による
非支配株主持分増加
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 ４ページは、日本郵政グループ 中間純利益の増減要因について記載しています。

滝グラフは、中間純利益の前中間期からの増減分析です。

経常利益は、前中間期から全体で５８２億円増加しております。

ただし、そのうち、右から４番目のその他経常損益は、Aflac Incorporated に係る持分
法投資損益が４２１億円減少したことに伴い、前中間期比４８０億円減少しております。

右から２番目の非支配株主損益は、子会社株式売却による非支配株主持分の増加の
影響により、前中間期比６０９億円減少しております。

 これらの結果、中間純利益は、前中間期比３０億円増加し、１，４２５億円となりました。
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2026年3月期通期業績予想

• 生命保険業セグメントは、運用環境が好転したことによる資産運用収益の増加や事業費の減少を見込む。

• 郵便・物流事業セグメントは、当初想定していた荷物収益の成長が低調に推移したことに加え、点呼業務不備事案に係る行政処分による

収益及び費用面の影響等を見込む。

• こうした状況等を踏まえ、2025年5月15日に公表した通期業績予想を下表のとおり修正する。
（億円）

増減率増減額今回修正予想前回発表予想

△ 5.9%△ 6009,60010,200経常利益
日本郵政グループ

△ 15.8%△ 6003,2003,800当期純利益

―△ 530△ 240290営業損益郵便・物流事業セグメント

セ
グ
メ
ン
ト
別

――4040営業利益郵便局窓口事業セグメント

――130130営業利益国際物流事業セグメント

――180180営業利益不動産事業セグメント

――6,8006,800経常利益銀行業セグメント
(ゆうちょ銀行) ――4,7004,700当期純利益

＋ 8.3%＋ 2002,6002,400経常利益生命保険業セグメント
(かんぽ生命) ＋ 16.9%＋ 230 (＋115)1,5901,360当期純利益

(参考) 日本郵便 2026年3月期通期業績予想 営業利益：40億円(△ 530億円)、経常利益：10億円(△ 520億円)、当期純利益：10億円(△ 450億円)
※()内の値は2025年5月15日公表の業績予想からの増減を示す。

日本郵政グループの2026年3月期の修正後の通期業績予想には、Aflac Incorporated に係る持分法投資利益について、当初の通期業績予想において算入していた見
通し510億円から160億円減少することを見込んでいる。なお、当初の通期業績予想及び修正後の通期業績予想はいずれも当社が独自に算出したものであり、当初の
通期業績予想からの減少も含め同社の確認を得たものではなく、また同社の通期業績予想を示し又はこれを示唆するものではない。

1株当たり配当
期末配当中間配当

25円25円50円
※ 日本郵政株式会社法第11条に基づき、日本郵政の剰余金の配当その他の剰余金の処分（損失の処理を除く。）については、総務大臣の認可を受けなければその効力を生じない。

• 配当予想は修正せず、中間配当は1株当たり25円とする。

注1： 上記はいずれも連結決算ベースの数値。当期純利益は、「親会社株主に帰属する当期純利益」の数値。
注2： 日本郵政グループの当期純利益は、ゆうちょ銀行及びかんぽ生命の持分比率（ゆうちょ銀行：49.9％、かんぽ生命：49.8％）等を前提に算出。
注3： 日本郵政グループの2026年3月期の修正後の通期業績予想は、かんぽ生命の当期純利益増加額230億円に持分比率を乗じた115億円の増加を見込んだ値。

注3

5

 ５ページは、通期業績予想について記載しています。

 ２０２５年５月１５日に公表した通期業績予想から、生命保険業セグメントでは運用環境
が好転したこと等により上方修正しました。

また、郵便・物流事業セグメントでは当初想定していた荷物収益の成長が低調に推移
したことに加え、点呼業務不備事案に係る行政処分による収益及び費用面の影響等
により下方修正しました。

 こうした状況等を踏まえ、日本郵政グループ連結としても、通期業績予想の修正を行い
ました。

修正後日本郵政グループ連結の通期業績予想は次の通りです。
・ 経常利益 ： ９，６００億円（６００億円下方修正）
・ 当期純利益 ： ３，２００億円（６００億円下方修正）

配当に関しては、当期の年間配当５０円の配当予想は修正せず、中間配当は１株当た
り２５円とします。
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【参考情報】連結業績

 Aflac Incorporated にかかる持分法投資損益

6

 株主還元

《概要》

・取 得 期 間 ： 2026年3月31日まで

・取得株式総数（上限）： 250百万株

・取得価額総額（上限）： 2,500億円

前中間期比
2026/3期

中間
2025/3期

中間

△ 42131453億円持分法投資損益

2026/3期
中間

累計7〜9月4〜6月

3155△ 24億円持分法投資損益

－59929百万USDアフラック当期純利益

－9.649.51%持分比率

－144.59152.60円為替レート

【2026年3月期 自己株式の取得状況】

《2025年9月30日時点取得状況》

・取得株式総数 ： 102百万株（進捗率40.9％）

・取得価額総額 ： 1,516億円（進捗率60.7％）
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 ６ページは、連結業績の参考情報について記載しています。

 Aflac Incorporated に係る持分法投資損益、日本郵政（株）における自己株式の取得状

況について、記載しております。



2.
セグメント別の状況
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セグメント別の状況は、事業セグメント別の業績を記載しています。
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不動産事業
セグメント

グループ概要図

日本郵便オフィスサポート
郵便局物販サービス
日本郵政インフォメーションテクノロジー

日本郵政不動産
ＪＰプロパティーズ
ＪＰビルマネジメント

郵便・物流事業
セグメント

郵便局窓口事業
セグメント

生命保険業
セグメント

銀行業
セグメント

国際物流事業
セグメント

ゆうちょ
銀行

日本郵政

子会社
関連会社

（郵便・物流）

子会社
関連会社

その他
子会社

子会社
関連会社

かんぽ
生命

子会社
関連会社

（郵便局窓口）

日本郵便

Toll Holdings 
Pty Limited

不動産事業
子会社

その他
関連会社

Aflac Incorporated

主な関係会社
ＪＰトナミグループ
日本郵便輸送
ＪＰ楽天ロジスティクス

7

日本郵政コーポレートサービス
日本郵政キャピタル
ＪＰデジタル

Copyright © JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.    

 ７ページは、グループ概要図を記載しています。

 ２０２５年４月に日本郵便が物流の多様なニーズに対応するため、ＪＰトナミグループを
子会社化しました。ＪＰトナミグループ及び傘下の子会社は、「郵便・物流事業」セグメン
トです。
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郵便・物流事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

・ 取扱数量は、ゆうパック、ゆうパケットが増加したものの、郵便、ゆうメールが減少し、5.4％減少
・営業収益は、郵便料金の改定、ＪＰトナミグループの連結子会社化等により、1,766億円増収
・営業損益は、人件費、集配運送委託費等の営業費用も1,074億円増加したため、改善幅は692億円

営業損益の増減分析（前中間期比） 取扱数量の推移

当第2当期（中間期）の経営成績

（億円）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

＋ 1,76611,1589,392営業収益

＋ 1,07411,41410,340営業費用

＋ 3416,7316,390人件費

＋ 7324,6823,949経費

＋ 692△ 255△ 947営業損益

当第2四半期（中間期）の経営成績

（億円）

＋ 301給与手当等

＋ 39法定福利費

＋ 343国内運送委託費

＋ 3国際運送料

＋ 55減価償却費

＋ 54施設使用料

＋ 50作業委託費

＋ 31郵便窓口業務費

＋ 29燃料費
＋ 28仕入

＋ 21租税公課

＋ 20支払手数料

〔営業損益の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間注

△ 255△ 947△ 508

増収

＋ 1,766
人件費

＋ 341

集配運送
委託費

＋ 347

その他

＋ 385

経費（＋ 732）

2026/3期
中間

営業損益

△ 255

2025/3期
中間

営業損益

△ 947

6,351
6,143

5,707

1,347 1,515

1,493

219 260

274

267 270

272

8,184 8,187 

7,746 

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間
0

ゆうメール

ゆうパケット

郵便△ 7.1 %

△ 1.4 %

＋ 0.6 %

△ 5.4 %

ゆうパック＋ 5.3 %

△ 3.3 %

＋ 12.4 %

＋ 0.0 %

＋ 18.6 %
＋ 1.1 %

＋ 814ＪＰトナミグループ

＋ 717普通郵便

＋ 127切手・葉書販売収入

＋ 18
荷物
（ゆうパック、ゆうパケット、ゆうメール）

8注 ： 2025/3期から不動産事業セグメントを新設したことに伴い、2024/3期の数値を組替え。

（百万通・個）

８ページは、郵便・物流事業セグメント（日本郵便（連結））について記載しています。

右上の棒グラフは、営業収益に直結する郵便物等の取扱数量の推移です。

総引受物数は７７億４６百万通・個で、前中間期比で５.４％の減少となりました。

ゆうパック、ゆうパケット、ゆうメール、郵便の取扱数量の増減率は次の通りです。
・ ゆうパック ： ０.６％の増加
・ ゆうパケット ： ５.３％の増加
・ ゆうメール ： １.４％の減少
・ 郵便 ： ７.１％の減少

 左の滝グラフは、営業損益の前中間期からの増減分析です。

 左から２番目、営業収益はデジタル化の進展等に伴い郵便物が減少したものの、郵便
料金改定により単価が改善したこと等により、前中間期比で１，７６６億円の増収となり
ました。

 営業費用は、引き続きコストコントロールの取組等を進めたものの、左から３番目の人
件費が３４１億円、左から４番目の集配運送委託費が３４７億円、それぞれ増加したこと
等により、全体で１，０７４億円増加となりました。

 なお、これらに加えて、当第１四半期決算からＪＰトナミグループを連結子会社化したこ
とから、営業収益及び営業費用が増加しました。

これらの結果、営業損益は前中間期より改善したものの、２５５億円の営業損失となり
ました。
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1,500 1,515 1,603

625 591 450

1,633 1,577 1,542

948 962 993

432 437 471

0

2,000

4,000

6,000

23/3期中間 24/3期中間 25/3期中間

郵便局窓口事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

収益構造の推移営業利益の増減分析（前中間期比）

9

・ 営業収益は、銀行手数料、保険手数料の減少が継続し、22億円減収
・営業利益は、減収に加えて経費の増加等により、134億円減益

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

△ 225,0615,084営業収益

＋ 1124,9794,866営業費用

△ 183,5223,540人件費

＋ 1301,4571,326経費

△ 13482217営業利益

（億円）〔営業利益の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間注

82217310

当第2四半期（中間期）の経営成績

（億円）

注 ： 2025/3期から不動産事業セグメントを新設したことに伴い、2024/3期の数値を組替え。

受託手数料

△ 144

交付金

＋ 88

その他収益

＋ 33

人件費

△ 18
経費

＋ 130

△ 140保険手数料

△ 34銀行手数料

＋ 31郵便手数料

＋ 43子会社システム原価

＋ 31消耗品購入経費

＋ 19機械化関係経費

＋ 9施設維持管理費

＋ 5減価償却費

＋ 47子会社システム収入

△ 4提携金融事業

△ 1物販事業

2026/3期
中間

営業利益

82

2025/3期
中間

営業利益

217

郵便局ネットワーク
維持交付金

保険手数料

（億円）

その他収益
うち物販事業 160 

うち提携金融事業 38

銀行手数料

郵便手数料

5,0845,139

＋ 31

＋ 33

△ 22

△ 34

△ 140

＋ 88

24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

＋ 5

△ 55

△ 56

△ 33

＋ 14

＋ 14

5,061

△ 15給与手当等

△ 2退職給付費用

 ９ページは、郵便局窓口事業セグメント（日本郵便（連結））について記載しています。

右上は収益構造の推移を示した棒グラフです。

営業収益は、銀行手数料、保険手数料の減少が継続し、前中間期比で２２億円の減収
となりました。

 左の滝グラフは、営業利益の前中間期からの増減分析です。

 左から２番目の受託手数料は、金融２社からの手数料の減少等により１４４億円の減
収となりました。

 営業費用は、右から３番目の人件費は減少したものの、右から２番目の経費が増加し、
全体で１１２億円の増加となりました。

これらの結果、営業利益は、前中間期比１３４億円減少し、８２億円となりました。
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国際物流事業セグメント（日本郵便（連結））決算の概要

・ 営業収益は、フォワーディング事業の海上運賃の下落や取扱量の減少により、330億円減収
・ 営業損益（EBIT)は、概ね前中間期と同水準

10

（百万豪ドル、下段括弧内は億円）

当第2四半期（中間期）の経営成績

（百万豪ドル）444537合計（ ）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

△ 160
（△ 330）

2,453
（2,319）

2,613
（2,649）

営業収益

△ 159
（△ 326）

2,408
（2,276）

2,568
（2,603）

営業費用

＋ 0
（△ 44）

663
（627）

662
（671）

人件費

△ 160
（△ 281）

1,745
（1,649）

1,905
（1,931）

経費

△ 0
（△ 3）

44 
（42）

45 
（45）

営業損益（EBIT）

ロジスティクス
事業

コーポレート

注：表の下段括弧内は期中平均レート（2026/3期中間期 94.52円/豪ドル、2025/3期
中間期 101.37円/豪ドル）での円換算額。

〔営業損益（EBIT）の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間

444537

（百万豪ドル）

ロジスティクス
事業収入

＋ 23

フォワーディング
事業収入

△ 183

経費
△ 160

コーポレート
収入

△ 0
人件費
＋ 0

＋ 5フォワーディング事業

△ 3コーポレート

△ 1ロジスティクス事業

△ 176フォワーディング事業

＋ 9ロジスティクス事業

＋ 7コーポレート

事業別の営業損益（EBIT）の推移営業損益（EBIT）の増減分析（前中間期比）

2025/3期
中間

営業損益
（EBIT）

45

2026/3期
中間

営業損益
（EBIT）

44

△ 7 2 △ 9
△ 19

△ 14
△ 17

64
56 72

△ 50

0

50

100

24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

フォワーディング
事業

 １０ページは、国際物流事業セグメント（日本郵便（連結））について記載しています。

右上の棒グラフは、事業別の営業損益（EBIT）の推移を示すものです。

ロジスティクス事業の営業損益（EBIT）が改善したものの、フォワーディング及びコーポ
レートの営業損益（EBIT）が減益となり、全体では概ね前中間期と同水準となりました。

 左の滝グラフは、営業損益（EBIT）の前中間期からの増減分析です。

 左から３番目のフォワーディング事業収入は、海上運賃の下落や取扱量の減少により
減収となりました。

 営業費用は、右から２番目の経費でフォワーディング事業の経費が減少し、全体で１５９
百万豪ドルの減少となりました。

右の表は国際物流事業の営業損益（EBIT）の前中間期比較です。

豪ドルベースでは次の通りです。
・ 営業収益 ：２，４５３百万豪ドル（１６０百万豪ドル減少）
・ 営業費用 ：２，４０８百万豪ドル（１５９百万豪ドル減少）
・ 営業損益（EBIT) ： ４４百万豪ドル（ ０百万豪ドル減少）

為替の影響を含む円ベースでは次の通りです。
・ 営業収益 ：２，３１９億円（３３０億円減少）
・ 営業費用 ：２，２７６億円（３２６億円減少）
・ 営業損益（EBIT) ： ４２億円（ ３億円減少）
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当第2四半期（中間期）の経営成績

営業収益の推移

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

△ 43419463営業収益

＋ 54325270賃貸

△ 10373177分譲

△ 56305362営業費用

＋ 12113101営業利益（※）

・ 営業収益は、賃貸収益の増加、分譲収益の減少により43億円減収
・営業利益は、12億円増益

営業利益の増減分析（前中間期比）

（億円）

（億円）

（億円）

※経常利益は96億円（前中間期比＋2億円）

賃貸収益

＋ 54
分譲収益

△ 103

その他収益

＋ 5
減価償却費

＋ 3

その他費用

△ 50

租税公課

△ 8

△ 62販売原価（経費）

209 
270 325 

177 73 

14 

15 
21 

0

100

200

300

400

500

24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

419
＋ 239

その他

分譲

賃貸

＋ 41
麻布台ヒルズ森ＪＰタワー、
五反田ＪＰビルディング、
ＪＰタワー大阪など5大物件

224

463

2026/3期
中間

営業利益

113

2025/3期
中間

営業利益

101

△ 43

△ 103

＋ 5

＋ 54＋ 60

＋ 177

＋ 1

注2

注1

注1：中期経営計画中に竣工した、広島ＪＰビルディング、蔵前ＪＰテラス、麻布台ヒルズ森ＪＰタワー、五反田ＪＰ
ビルディング及びＪＰタワー大阪。

注2：前期（2025/3期）から事業セグメント区分を変更し、不動産事業セグメント（日本郵便の不動産事業、
日本郵政不動産、ＪＰビルマネジメント及びＪＰプロパティーズで構成）の業績を開示。
2024/3期の値は、セグメント区分に対応するよう組替えを行い、比較情報を作成。

〔営業損益の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間注2

113101△ 17

不動産事業セグメント決算の概要

麻布台ヒルズ
森ＪＰタワーなど

 １１ページは、不動産事業セグメントについて記載しています。

右上は営業収益の推移を示した棒グラフです。

 左の滝グラフは、営業利益の前中間期からの増減分析です。

 賃貸収益は、ＪＰタワー大阪などの稼働率が上昇したこと等により、５４億円の増収とな
りました。
一方、分譲収益は、麻布台ヒルズ森ＪＰタワーの分譲住宅を長期的かつ計画的に販売
しているところ販売戸数の多寡の影響が主な要因で、１０３億円の減収となり、営業収
益は４３億円の減収となりました。

 営業費用は、収益に連動した販売原価（経費）の減少等により、５６億円の減少となり
ました。

 これらの結果、営業利益は１２億円の増益となり、１１３億円となりました。

Copyright © JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.    
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【参考情報】日本郵便（連結）決算の概要

当第2四半期（中間期）の経営成績中間純損益の増減分析（前中間期比）

12

〔中間純損益の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間

△ 92△ 683△ 210
増減

2026/3期
中間

2025/3期
中間

＋ 1,34017,75416,413営業収益

＋ 75717,79617,039営業費用

＋ 27710,88410,606人件費

＋ 4796,9116,432経費

＋ 583△ 42△ 626営業損益

＋ 565△ 85△ 651経常損益

＋ 587011特別損益

＋ 624△ 15△ 639税引前中間純損益

＋ 590△ 92△ 683中間純損益

（億円）（億円）
〔営業損益の推移〕

26/3期 中間25/3期 中間24/3期 中間

△ 42△ 626△ 201

郵便局窓口
営業損益

△ 134

その他

＋ 33

郵便・物流
営業損益

＋ 692

国際物流
営業損益

△ 3

不動産
営業損益

＋ 2

＋ 25営業外収益

＋ 43営業外費用

＋ 66特別利益

＋ 7特別損失

2026/3期
中間純損益

△ 92

2025/3期
中間純損益

△ 683

１２ページは、日本郵便（連結）について記載しています。

 左の滝グラフは、中間純損益の前中間期からの増減分析です。

 左から２番目の郵便・物流事業が大幅に改善した結果、前中間期比５９０億円改善した
ものの、９２億円の中間純損失となりました。

右の表は、日本郵便全体の中間純損益の前中間期比較です。

主な項目の増減は次の通りです。
・ 営業収益 ： １兆７，７５４億円（１，３４０億円増加）
・ 営業損益 ： △４２億円（ ５８３億円増加）
・ 中間純損益 ： △９２億円（ ５９０億円増加）
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銀行業セグメント（ゆうちょ銀行）決算の概要

当第2四半期（中間期）の経営成績（連結）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

＋ 9056,1895,284連結粗利益

＋ 1,1445,6704,526資金利益

＋ 53840787役務取引等利益

△ 292△ 321△ 29その他業務利益

△ 286△ 324△ 38うち外国為替売買損益

△ 808うち国債等債券損益

＋ 1144,7574,643経費 （臨時処理分を除く）

＋ 11△ 0一般貸倒引当金繰入額

＋ 7881,430641連結業務純益

△ 4622,1102,573臨時損益

＋ 3263,5403,214経常利益

＋ 1752,4032,228中間純利益

（億円）

資金利益の内訳（単体）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

＋ 1,1095,6354,526資金利益

＋ 2,03210,2448,211資金運用収益

＋ 9234,6093,685資金調達費用

貯金残高（単体）

（億円）

・ 中間純利益は2,403億円、175億円の増益

13

（兆円）
192.8 190.4 191.3 188.4

0

50

100
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200
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 １３ページは銀行業セグメントについて記載しています。

左の表がゆうちょ銀行（連結）の中間純利益の前中間期比較です。

連結粗利益は、資金利益が１，１４４億円増加したことを主因に、前中間期比９０５億円
増加の６，１８９億円となりました。

臨時損益は、プライベートエクイティファンド等からの収益が増加したものの、株式のリス
ク調整オペレーションに伴う売却益の減少により、前中間期比４６２億円減少の２，１１０
億円となりました。

これらの結果、経常利益は、前中間期比３２６億円増加の３，５４０億円、中間純利益
は、同１７５億円増加の２，４０３億円となりました。

連結粗利益の主な内訳として、ゆうちょ銀行（単体）の資金利益の内訳を右の表に記
載しています。ゆうちょ銀行（単体）の資金利益は、外債投資信託からの収益や国債利
息の増加等により、前中間期比１，１０９億円増加の５，６３５億円となりました。
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生命保険業セグメント（かんぽ生命）決算の概要

・ 中間純利益は938億円、309億円の増益

当第2四半期（中間期）の経営成績（連結） （参考） 経常利益の内訳（単体）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

（億円） （億円）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

（億円） （億円）

注： 符号がプラスの場合は戻入を、マイナス（△）の場合は繰入を示す。

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

△ 63628,79729,434 経常収益

△ 80626,95927,765 経常費用

＋ 1691,8381,668 経常利益

＋ 467261△ 205 特別損益

＋ 468263△ 204 価格変動準備金戻入額 注

＋ 211784573 契約者配当準備金繰入額

＋ 309938628 中間純利益

△ 5645661,130 
新契約年換算保険料
（個人保険）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

△ 98127,57628,558
保有契約年換算保険料
（個人保険）

【新契約年換算保険料】

増減
2026/3期

中間
2025/3期

中間

＋ 1,104 2,266 1,162 基礎利益

△ 764 △ 314 450 キャピタル損益

△ 150 △ 93 56 臨時損益

＋ 189 1,8591,669経常利益

【保有契約件数】

契約の状況（個人保険）

452 

1,130 

566 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

（億円）

1,309 1,278 1,244 

660 602 577 

1,970 1,881 1,821 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

24/3期末 25/3期末 26/3期 中間末

新区分 旧区分

（万件）
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 １４ページは生命保険業セグメントについて記載しています。

左の表がかんぽ生命（連結）の前中間期比較、右下の表が契約の状況（個人保険）で
す。

主な項目の増減は次の通りです。
・ 経常収益 ： ２兆８，７９７億円（６３６億円減少）
・ 経常利益 ： １，８３８億円（１６９億円増加）
・ 中間純利益 ： ９３８億円（３０９億円増加）

中間純利益は、新契約の初年度に係る標準責任準備金負担の減少や、運用環境の
好転等による順ざやの増加等により、前中間期比３０９億円の増益となりました。

新契約年換算保険料は、減少となりました。

保有契約件数は、減少となりました。
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 2026年3月期 通期業績予想の進捗率（セグメント別）

15

不動産事業
セグメント

国際物流事業
セグメント

郵便局窓口事業
セグメント

郵便・物流事業
セグメント

2025年5月公表

18013040290営業利益予想

（63.3%）（32.6%）（207.0%）（－）（中間進捗率）

注：国際物流事業セグメントはEBITを記載。銀行業セグメント・生命保険業セグメントはP3を参照。

（億円）

 営業損益の推移（セグメント別）

（億円）

【参考情報】セグメント業績関連（1）

72

△ 62

△ 508

△ 947

△ 255

195
371

310
217

82
154 81 34

45 42△ 17

101
113

△ 1,000

△ 800

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

22/3期 中間 23/3期 中間 24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

郵便・物流

郵便局窓口

国際物流

不動産
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１５～１６ページはセグメント業績関連の参考情報を記載しています。

上の表が通期業績予想の中間進捗率（セグメント別）です。
郵便局窓口事業セグメントが２０７.０％、国際物流事業セグメントが３２.６％、不動産事業
セグメントが６３.３％となりました。

郵便・物流事業セグメントは２０２５年１１月に、通期業績予想を修正しておりますが、こち
らの記載は修正前の通期業績予想及び進捗率となっています。

下のグラフが営業損益の推移（セグメント別）です。
郵便・物流事業セグメントと不動産事業セグメントが増益、郵便局窓口事業セグメントと
国際物流事業セグメントで減益となっております。
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【参考情報】セグメント業績関連（2）

16

643
636

628
623

608

22/3期
中間

23/3期
中間

24/3期
中間

25/3期
中間

26/3期
中間

182
180

177
173 173

22/3期
中間

23/3期
中間

24/3期
中間

25/3期
中間

26/3期
中間

【ゆうパック】 【ゆうパケット】

65 65

66 66

68

22/3期
中間

23/3期
中間

24/3期
中間

25/3期
中間

26/3期
中間

【ゆうメール】

 【郵便・物流セグメント】ゆうパック等の平均単価の推移

（円）（円） （円）

174 182
209

270

325

100

200

300

400

22/3期中間 23/3期中間 24/3期中間 25/3期中間 26/3期中間

（億円）

0 

 【不動産事業セグメント】賃貸収益の推移

上の表が【郵便・物流セグメント】ゆうパック等の単価の推移です。「ゆうパック」は６０８
円、｢ゆうパケット｣は１７３円、｢ゆうメール｣は６８円となりました。

下の表が【不動産事業セグメント】賃貸収益の推移です。賃貸収益は毎期積み上がっ
てきています。



3.
資料編
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要約連結貸借対照表

増減
2026/3期

中間
2025/3期

△ 14,962656,259671,222現金預け金

△ 6,90014,75021,650コールローン

＋ 71291,39790,684買現先勘定

＋ 8,076129,896121,820金銭の信託

＋ 1,2261,910,6091,909,383有価証券

＋ 12,06967,90955,840貸出金

＋ 85033,44132,590有形固定資産

＋ 893,3273,238無形固定資産

△ 3,2978,52111,819繰延税金資産

△ 8,6032,962,8932,971,496資産の部合計

（億円）

増減
2026/3期

中間
2025/3期

△ 15,4301,865,9451,881,375貯金

＋ 2,009317,029315,019売現先勘定

△ 10,298491,357501,656保険契約準備金

＋ 5,29925,34620,046債券貸借取引受入担保金

＋ 2,31030,63828,328借用金

＋ 54420,85320,308退職給付に係る負債

△ 15,5542,803,0462,818,601負債の部合計

＋ 6,951159,847152,895純資産の部合計

△ 8,6032,962,8932,971,496負債及び純資産の部合計

17
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１７ページは日本郵政グループ要約連結貸借対照表を記載しています。

資産の部合計が０.８兆円減少の２９６.２兆円、負債の部合計が１.５兆円減少の２８０.３
兆円、純資産の部合計が０.６兆円増加の１５.９兆円となりました。
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ゆうちょ銀行（単体） 資産運用の状況

（億円）

増減
構成比
（%）

2026/3期
中間

構成比
（%）

2025/3期

＋ 7,01762.7 1,442,67162.31,435,653有価証券

＋ 2,16317.6 405,59017.5403,426国債

＋ 4366.8 158,3996.8157,963地方債・社債等 注1

＋ 4,41738.2 878,68137.9874,263外国証券等

＋ 1,75712.1 279,99512.0278,237うち外国債券

＋ 2,74625.9 597,11925.8594,373うち投資信託 注2

＋ 752.4 57,2952.457,219金銭の信託

＋ 3460.2 6,5120.26,165うち国内株式

＋ 13,9661.9 45,2721.331,305貸出金

△ 16,23427.5 632,64628.1648,880預け金等 注3

△ 8,1755.2 121,2125.6129,388
短期運用資産・
その他 注4

△ 3,350100.0 2,299,098100.02,302,448運用資産合計

注1： 「地方債・社債等」は地方債、短期社債、社債、株式。
注2： 投資信託の投資対象は主として外国債券。プライベートエクイティファンド等を含む。
注3： 「預け金等」は日銀預け金、買入金銭債権。
注4： 「短期運用資産・その他」はコールローン、買現先勘定等。

国債

地方債・社債等

外国証券等

貸出金

預け金等

短期運用資産・
その他

（兆円）

金銭の信託
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86.6 87.4 87.8

5.8
6.5

6.1 5.7 5.74.4
5.6
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0

50

100

150
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中間末
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 １８ページは、ゆうちょ銀行（単体）の資産運用の状況です。

運用資産は総額で、０.３兆円減少の２２９.９兆円となりました。

国債は０.２兆円増加の４０.５兆円となり、運用資産合計における構成比は１７.６％とな
りました。

外国証券等は０.４兆円増加の８７.８兆円となり、構成比は３８.２％となりました。



Copyright ©  JAPAN POST GROUP. All Rights Reserved.

かんぽ生命 資産運用の状況

19

増減
構成比
（%）

2026/3期
中間

構成比
（%）

2025/3期

△ 5,420 78.0459,86778.1465,287有価証券

△ 5,330 59.1348,57359.4353,903国債

△ 235 3.620,9993.621,234地方債

△ 1,956 6.739,3036.941,260社債

＋ 1,017 1.26,9641.05,947株式

＋ 1,365 3.721,6103.420,245外国証券

△ 280 3.822,4153.822,696その他の証券

＋ 8,000 12.372,60010.864,600金銭の信託

＋ 6,251 6.337,0265.230,774うち国内株式

△ 1,925 4.023,3754.225,300貸付金

△ 6,328 5.834,0396.840,368その他

△ 5,673 100.0589,883100.0595,556総資産

（兆円）
（億円）
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その他

26/3
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 １９ページは、かんぽ生命の資産運用の状況です。

運用資産は総額で、０.５兆円減少の５８.９兆円となりました。

総資産のうち、約８割を占める有価証券は、０.５兆円減少の４５.９兆円となりました。

有価証券の大部分は国債であり、０.５兆円減少の３４.８兆円となっています。

上記の他、社債が０.１兆円減少しています。
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5,476

2,945
3,352

4,633

5,216

348 347

△ 229
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△ 85
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（億円）
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 ２０ページは、主要３社及びグループ連結の経常損益の過去５期分の推移をグラフ化
しています。

経常損益は、主要３社及びグループ連結が増益となっています。
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△ 210
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2,353

1,586

1,821

2,228

2,403

805

482 504
628

938

△ 1,000

△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

22/3期 中間 23/3期 中間 24/3期 中間 25/3期 中間 26/3期 中間

中間純損益の推移

（億円）
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 ２１ページは、主要３社及びグループ連結の中間純損益の過去５期分の推移をグラフ
化しています。

中間純損益は、主要３社及びグループ連結が増益となっています。
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本資料に記載されている通期業績予想等将来に関する記述は、当社が現在把握している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成を約束するものではありません。実際の業

績等は、国内外の金融政策の変更や景気変動、競争条件の変化、大規模災害等の発生、法規制の変更等様々

な要因により大きく異なる可能性があります。
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